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　財団法人　日本国際教育協会（AIEJ）主催

で文部科学省補助事業である２００２年外国人学生

のための進学説明会が、東京の池袋サンシャイ

ンシティ文化会館において、９月８日（日）、午

前１０時から午後４時まで開催されました。本学

においても例年と同様にブースを開設し、入学

主幹付入学試験係の弘中主任と留学生教育相談

室の菅野が、学生への説明・対応にあたりまし

た。参加教育機関数は、１８２大学・短期大学、

その他２機関であり、大学・短大コーナーに加

えて、専門学校入学に関する情報を提供するコ

ーナー、学校選択、在留資格、入学試験等の個

別相談のコーナー、留学生会コーナー、入学資

料コーナーが開設されていました。来場者数は

４５１５名で、昨年が３８０３名そして一昨年が３４０９名

であり、年々著しい増加傾向を示しているよう

です。

　来場した学生のほとんどは、日本語学校に通

って進学の準備をしている私費留学志望の方々

でした。また本年度は、本学が夏休み中であり

東京でアルバイト中だった機械システム工学科

１年の さんが、ボランティアとして特に中国

人学生と母国語での対応にあたってくれたのは

大助かりでした。

　私費留学生志望者（学部）の試験は、昨年ま

では私費外国人留学生統一試験（理科系）と日

本語能力試験（１級）の２種類を受験すること

が必要でしたが、今年度からは日本留学試験に

統一され、本学の場合、その中の日本語、数学

（コース２）、理科（物理及び化学）を受験す

ることが必要条件となりました。面接にあたっ

ては、上記試験以外に本学独自の筆記試験、面

接試験がなく、日本留学試験や健康診断結果等

の書類選考のみで入学許可が与えられることを

本学入学の利点として強調しました。

　本学ブースには進学希望者の親御さんも含め

て３９名来られ、昨年の２８名より大幅に増加し特

に午前中は来場者の対応におわれました。出身

は中国３４名、ベトナム３名、モンゴル１名、パ

キスタン１名で、その中で大学院志望者が５名

おりました。志望分野は情報・電気電子２０名、

化学・機能材料７名、機械５名、土木開発４名、

その他３名であり、配布した本学のガイドブッ

ク（Blue Skies and Brilliant Sunshine）を見なが

ら具体的に授業科目や研究分野を質問する熱心

な方も多く見受けられました。さらに進学希望

者の関心事は、奨学金の種類と受給の可能性、

授業料免除、生活費とアルバイト等であり、当

然ですが生活面での不安を抱えていました。こ

れらの質問には、歯切れの悪い返答しかできず

もどかしく感じながらの対応でした。

　しかし、私費外国人留学生統一試験を受験し

＝国際交流＝

２００２年外国人学生のための進学説明会に参加

留学生教育相談室講師　菅野　　亨

写真１　本学ブースの展示パネル

写真２　進学希望学生への説明風景

国際交流
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た本学在籍の張　明さん（情報工学科２年）の

話を間接的に聞いて（ さんもその一人だとい

うことです）本学ブースを訪れた人も何人かい

て、日本にいる進学希望者のネットワークを通

じて、本学の評判が広がりつつあるのは嬉しい

ことでした。現在、私費外国人留学生統一試験

（日本留学試験）を受験して入学したのは張　

明さん、 さん、張广祥さん（電気電子工学科）

の３人おり、この進学説明会をきっかけにして

さらに多くの留学生が本学に入学することを願

っております。

　去る９月１２日（木）に、本学と学術・教育交流
チュウチャンフォア

協定関係にある哈爾濱工程大学から、邱長華

校長を始めとする７名の教職員が本学を訪問さ

れました。

　今回の訪問では、両大学間の学術・教育交流

協定が締結後５年を経過したことに伴い、同協

定書及び学生交流に関する覚書の更新調印式が

行われ、その後、今後の交流推進について懇談

が行われました。

　なお、同訪問団は、本学での予定終了後、引

き続き東京に移動し、電気通信大学、哈爾濱工

程大学及び本学共催の３大学国際ワークショッ

プ（会場：電気通信大学）に参加されました。

　また、１０月２５日（金）には、同じく本学と学術

・教育交流協定関係にある東北電力学院から
シングォーファー

辛国華副院長を始めとする３名の教職員が本

学を表敬訪問され、常本学長を始めとする本学

関係者と両大学間の交流について意見交換が行

われました。

ハ ル ビ ン

中華人民共和国哈爾濱工程大学及び東北電力学院から訪問団が来学
（総　務　課）

哈爾濱工程大学訪問団（左から２人目：邱校長）

写真３　進学説明会会場風景

東北電力学院訪問団（後列左から２人目：辛副院長）

国際交流
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　平成１５年度北見工業大学学生募集要項を、１０

月に公表し、道内外への高等学校等へ発送しま

した。

　昨年度と同様に【一般選抜】と【推薦入学・

帰国子女特別選抜】の分冊となりました。

　募集要項の内容は、既に公表済みの入学者選

抜要項（本紙１９２号）を更に詳細にしたもので

す。

　募集要項の配布および内容の照会等について

は入学試験係で行っております。

　平成１５年度大学院工学研究科博士前期課程

（第２次）学生募集要項を決定し、公表しまし

た。

　試験日程等は以下のとおりです。

◎一般選抜

受付期間　平成１５年１月２０日（月）から

　　　　　平成１５年１月２４日（金）まで

募集人数　各専攻とも若干人

試験日時　平成１５年２月１２日（水）

　　　　　平成１５年２月１３日（木）

合格発表　平成１５年２月１９日（水）

◎学部３年次学生を対象とする選抜

　　資　　格　平成１５年３月末に、大学におけ

る在学期間が３年以上（休学し

た期間を除く）となる者又は外

国において学校教育における１５

年の課程を修了する者で、所定

の単位を優れた成績をもって修

得したものと、本学大学院にお

いて認めた者（ただし、大学に

編入学した者を除く）

　　事前審査　平成１４年１２月９日（月）から

　　　　　　　平成１４年１２月１２日（木）まで

　　受付時間　平成１５年１月２０日（月）から

　　　　　　　平成１５年１月２４日（金）まで

　　募集人員　各専攻とも若干人

　　試験日時　平成１５年２月１２日（水）

　　　　　　　平成１５年２月１３日（木）

　　合格発表　平成１５年２月１９日（水）

◎社会人特別選抜

　　資　　格　入学時において現に勤務してい

る企業等で２年以上の技術関係

業務の経験を有する者で入学後

も引き続きその身分を有し、所

属長の承認を受けられる者

　　受付期間　平成１５年１月２０日（月）から

　　　　　　　平成１５年１月２４日（金）まで

　　募集人員　各専攻とも若干人

　　試験日時　平成１５年２月１３日（木）

　　　　　　　（個人面接により選考）

　　合格発表　平成１５年２月１９日（水）

◎外国人留学生特別選抜

　　資　　格　日本の大学において教育を受け

る目的をもって入国する又は入

国した外国人

　　受付期間　平成１５年１月２０日（月）から

　　　　　　　平成１５年１月２４日（金）まで

　　募集人員　各専攻とも若干人

　　試験日時　平成１５年２月１２日（水）

　　　　　　　平成１５年２月１３日（木）

　　　　　　　（国費外国人留学生は、学力検

査及び面接を免除し、申請書類

による選考）

　　合格発表　平成１５年２月１９日（水）

＝入試＝

平成１５年度学生募集要項

平成１５年度大学院工学研究科博士前期
課程（第２次）学生募集要項

入試関係
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　平成１５年度大学院工学研究科博士後期課程

（第２次）学生募集要項を決定し、公表しまし

た。

　試験日程等は以下のとおりです。

１　専攻別募集人員

２　出願資格

　　次のいずれかに該当する者

　（１）修士の学位を有する者及び平成１５年３月

までに修士の学位を取得見込みの者

　（２）外国において修士の学位に相当する学位

を授与された者及び平成１５年３月までに

修士の学位に相当する学位を授与される

見込の者

　（３）文部科学大臣の指定した者（平成元年文

部省告示第１１８号参照）

　（４）本学大学院において、個別の入学資格審

査により、修士の学位を有する者と同等

以上の学力があると認めた者で２４歳に達

したもの

　（５）本研究科において、修士の学位を有する

者と同等以上の学力があると認めた者

　　注）出願資格（３）、（４）、又は（５）により出

願する者は、出願資格の事前審査を行う。

３　願書受付期間

　　平成１５年１月２０日（月）から

　　平成１５年１月２４日（金）まで

４　出願手続　略

５　選抜方法

　入学者の選抜は、面接（口述試験）、修士

論文（又はそれに代わる論文等）についての

審査、出身大学・大学院の成績証明書及び健

康診断の結果を総合して行う。

６　試験日時　平成１５年２月１２日（水）

７　合格発表　平成１５年２月１９日（水）

平成１５年度大学院工学研究科博士後期
課程（第２次）学生募集要項

専 攻 名 募集人員

システム工学専攻 ７人

物質工学専攻 ５人

計 １２人

入試関係
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千円

千円

千円

＝研究助成＝
平成１４年度 医科学応用研究財団調査研究助成金交付決定

（総　務　課）

平成１４年度ノーステック財団研究開発助成事業補助金交付決定
（総　務　課）

平成１４年度 三豊科学技術振興協会研究助成金交付決定
（総　務　課）

平成１４年民間等との共同研究の受入状況
（総　務　課）

所 属 職　名 氏 名 研 究 課 題 交付金額

電気電子工学科 教 授 谷藤　忠敏

人頭部血中酸素濃度分布同定のための時間領域

光ＣＴ像再生アルゴリズムの研究と光ＣＴシス

テムプロトタイプ試作

１，０００

所 属 職　名 氏 名 研 究 課 題 交付金額

化学システム工学科 教 授 多田　旭男

勇払産天然ガスからクリーン水素とカーボンナ

ノウィスカーを製造する新技術確立のための基

盤研究

２，０００

機械システム工学科 助教授 松村　昌典
小骨除去を目的としたウォータージェットによ

る鮭加工装置の開発
１，０００

所 属 職　名 氏 名 研 究 課 題 交付金額

機械システム工学科 助教授 閻　　紀旺
単結晶ゲルマニウムの微細溝加工による赤外線

フレネルレンズの製作
２，４５０

所 属 職 名 研究代表者 研 究 題 目 民間機関等名

情報システム工学科 助教授 榮坂　俊雄
リアルタイム制御に関わるハードウェアの

研究
アットマークテクノ

情報システム工学科 助教授 榮坂　俊雄
リアルタイム制御に関わるソフトウェアの

研究
アットマークテクノ

土木開発工学科 教 授 高橋　修平 氷掘削装置開発に関する基礎的研究 地球工学研究所

土木開発工学科 教 授 鈴木　輝之
凍土対策における粒状廃棄物の有効利用に

関する研究

三菱化学フオーム

プラスティック

研究助成
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円

円

平成１４年度累計　６７件

平成１４年度受託研究の受入状況
（会　計　課）

平成１４年度累計　１３件

平成１４年度奨学寄附金の受入状況
（会　計　課）

所 属 職 名 研究代表者 研 究 題 目 民間機関等名

化学システム工学科 教 授 多田　旭男
豚糞と抜根の混合物のコンポスト化条件の

最適化

北見工業技術

センター運営協会

土木開発工学科 助教授 櫻井　　宏
産業廃棄物を利用したエコ・コンクリート

製品の開発
イ ワ ク ラ

所 属 職　名 研究担当者 研 究 題 目 及 び 研 究 期 間 委託機関 所要経費

機械システム工学科

教 授

助教授

教務職員

技 官

坂本　弘志

森谷　　優

高井　和紀

小畑　芳弘

吹雪障害防止のための翼型誘導板

を有する新型高性能防雪柵の開発

平成１４年８月～平成１５年３月

北見工業

技術センター

運 営 協 会

７，４２２，４５０

機能材料工学科 教 授 高橋　信夫

永久凍土地帯のメタンハイドレ

ートの安定性と生成解離に係る

NMRによるガスハイドレート
の安定性と構造に関する研究

平成１４年８月～平成１５年３月

独立行政法人

産 業 技 術

総合研究所

１，３９１，０００

所 属 職　名 研 究 者 寄 附 目 的 寄 附 者 寄附金額

土木開発工学科 教 授 内島　邦秀

「緩和曲線を挿入した河道湾曲

部の流れと河床形状に関する研

究」に対する研究助成

北 海 道

河川防災研究

セ ン タ ー

１，２００，０００

電気電子工学科 教 授 田村　淳二

「可変速水車発電機及び風力発

電機の系統連携時総合解析手法

の研究」に対する研究助成

北海道電力 １，０００，０００

電気電子工学科 助教授 菅原　宣義 「学術研究」に対する研究助成
森永乳業

装置開発研究所
３００，０００

電気電子工学科 教 授 野矢　　厚
「バリヤ層の密着性に関する研

究」に対する研究助成

富 士 通

研 究 所
５００，０００

化学システム工学科 教務職員 服部　和幸
「学術交流研究」に対する研究

助成

栗林育英

学 術 財 団
２００，０００

化学システム工学科 助教授 堀内　淳一 「工学研究」に対する研究助成
雪印乳業

札幌研究所
５００，０００

研究助成

－８－
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円

平成１４年度累計　５６件

所 属 職　名 研 究 者 寄 附 目 的 寄 附 者 寄附金額

電気電子工学科 助教授 柏　　達也
「大規模電磁界シミュレーショ

ン技術」に対する研究助成

本田技術研

究所栃木研究所
１，５００，０００

地 域 共 同

研究センター

セ ン

ター長
鈴木　輝之

「地域共同センター事業推進」

に対する助成

共同研究推進セミ

ナー実行委員会
５００，０００

地 域 共 同

研究センター

セ ン

ター長
鈴木　輝之

「オホーツク地域の行政・民間

機関との共同研究・研究交流及

び技術指導、教育、開発の推進」

に対する助成

北見工業大学

地域共同研究

センター推進

協 議 会

１，５００，０００

情報システム工学科 助教授 三浦　則明 「工学研究」に対する研究助成 三浦　則明 ３００，０００

土木開発工学科 教 授 海老江邦雄 「工学研究」に対する研究助成 水道機工 １，０００，０００

電気電子工学科 助教授 菅原　宣義

「配電用がいし類の塩雪害およ

び絶縁特性に関する研究」に対

する研究助成

北海道電力

総合研究所
１，０００，０００

土木開発工学科 教 授 大島　俊之
「橋梁メンテナンスの研究」に

対する研究助成

日本製鋼所

室蘭研究所
５００，０００

共 通 講 座 教 授 鈴木　一央
「体育・スポーツ研究」に対す

る研究助成
鈴木　一央 ７００，０００

電気電子工学科 教 授 山城　　 「工学研究」に対する研究助成 北海道電力 １，０００，０００

学 長 常本　秀幸 「奨学交付金」 赤塚　陽子 ５００，０００

土木開発工学科 教 授 鈴木　輝之
「土の凍上性に関する研究」に

対する研究助成
北杜設計 １５０，０００

学 長 常本　秀幸
「学生の進路指導・大学説明会

等の事業推進」に対する助成

北見工業大学

学生後援会
２，０００，０００

未利用エネルギ

ー研究センター
助教授 八久保晶弘 「工学研究」に対する研究助成 八久保晶弘 ３００，０００

化学システム工学科 助教授 堀内　淳一

「バイオリアクターによるチー

ズホエーからの環境調和型融雪

剤の微生物生産」に対する研究

助成

ク リ タ

水・環境科学

振 興 財 団

８００，０００

電気電子工学科
教 授

教務職員

田村　淳二

高橋　理音

「同期機における Canayリア
クタンスの影響調査研究」に対

する研究助成

システム

総合研究所
２，５６０，０００

学 長 常本　秀幸 「工学研究」に対する研究助成
い す ゞ

中央研究所
１，０００，０００

電気電子工学科 教 授 野矢　　厚
「次世代半導体デバイス評価技

術の研究」に対する研究助成
日立製作所 １，２００，０００

土木開発工学科 教 授 海老江邦雄 「工学研究」に対する研究助成 オルガノ ５００，０００

土木開発工学科 教 授 前田　寛之 「工学研究」に対する研究助成 資源・素材学会 ５９５，０００

研究助成

－９－
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＝人事＝
人　　　事　　　異　　　動

（総　務　課）

○文部科学省発令

○大学発令

発令年月日 現 官 職 氏 名 異 動 内 容

１４．９．３０ 事務局長 大 内 　 剛 辞職を承認する

１４．１０．１
国立山口徳地少年自然の

家所長
柴 明 博

文部科学省スポーツ・青少年局付に採

用する

〃
文部科学省スポーツ・青

少年局付
柴 明 博 事務局長に昇任させる

発令年月日 現 官 職 氏 名 異 動 内 容

１４．９．１６ 総務課総務係主任 渡 部 孝 弘 施設課企画係長に昇任させる

１４．１０．１ 八木澤　　　学 会計課（司計係）に採用する

〃 会計課司計係 谷 本 裕 臣
北海道大学医学部附属病院管理課経理

掛に転任させる

人　事

－１０－
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新　　任　　者　　紹　　介
しばざき あきひろ

○事務局長に　柴 　明博　氏

昭２１．５．２４生

　４１．４　平工業高等専門学校庶務課

　４２．６　福島工業高等専門学校庶務課

　４４．４　　　　　〃　　　　　学生課

　４５．４　東京工業大学工業材料研究所

　４７．９　　　〃　　　庶務部人事課

　４８．４　文部省大臣官房人事課給与班併任（昭４９．３まで）

　４９．４　　〃　初等中等教育局教科書検定課

　５１．４　高エネルギー物理学研究所管理部庶務課共同利用係長

　５２．４　　　　　　〃　　　　　　管理部研究協力課共同利用係長

　５４．４　文部省初等中等教育局中学校教育課専門職員

　５５．４　　〃　大学局技術教育課庶務係長

　５６．４　　〃　大学局技術教育課短期大学係長

　５９．７　　〃　高等教育局技術教育課短期大学係長

　６０．４　兵庫教育大学総務部庶務課長

　６３．４　東京水産大学庶務課長

平元．８　文部省大臣官房政策課専門員

　元．１０　　　　　　〃　　　　課長補佐

　７．４　岡崎国立共同研究機構総務部長

　１０．４　筑波大学研究協力部長

　１３．４　国立山口徳地少年自然の家所長

　１４．１０　北見工業大学事務局長

や ぎ さ わ まなぶ

○会計課文部科学事務官に　八木澤　学　氏

昭５０．７．２６生

平１２．３　室蘭工業大学大学院工学研究科博士前期課程修了

　１４．９　国家公務員採用 種試験合格（行政）

　１４．１０　北見工業大学会計課

人　事

－１１－
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海　　　外　　　渡　　　航
○外国出張

所 属 職 名 氏 名 渡 航 目 的 及 び 渡 航 先 国 期 間

化学システム工学科 教 授 吉 田 　 孝

中国南部漆のフィールド調査および

中国産漆の種類と生理活性に関する

研究打合せ　　（中華人民共和国）

１４．９．４

～１４．９．１０

土木開発工学科 教 授 榎 本 浩 之

アメリカ大学国際北極圏研究センタ

ーにて北極圏研究情報交換

（アメリカ合衆国）

１４．９．８

～１４．９．１６

土木開発工学科 助 教 授 高 橋 　 清

積雪寒冷地土木工学技術に関するセ

ミナー出席及び意見交換

（キルギス共和国）

１４．９．９

～１４．９．２２

土木開発工学科 助 教 授 三 上 修 一

積雪寒冷地土木工学技術に関するセ

ミナーに出席及び意見交換

（キルギス共和国）

１４．９．９

～１４．９．２２

情報システム工学科 助 教 授 榮 坂 俊 雄

第４回アジア制御会議にて研究発表

及び情報交換

（シンガポール共和国）

１４．９．２３

～１４．９．２７

電気電子工学科 助 教 授 菅 原 宣 義
着氷ストームの低減に関するセミナ

ー参加 （カナダ）

１４．１０．４

～１４．１０．１０

土木開発工学科 助 教 授 早 川 　 博

文部科学省在外研究（甲種）として

カリフォルニア大学デービス校にて

「水文流出モデルの確率応答」に関

する研究 （アメリカ合衆国）

１４．１０．１５

～１５．８．１４

情報システム工学科 助 手 嘉 田 　 勝

フィールズ研究所にて共同プログラ

ム「集合論と解析学」参加及び研究

情報収集 （カナダ）

１４．１０．１２

～１４．１２．１９

人　事

－１２－
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所 属 職 名 氏 名 渡 航 目 的 及 び 渡 航 先 国 期 間

未利用エネルギー

研 究 セ ン タ ー
教 授 庄 子 　 仁

韓国海洋研究開発研究所にて講演及

びオホーツク海調査の研究打合せ

（大韓民国）

１４．１０．１６

～１４．１０．１８

機械システム工学科 教 授 大 橋 鉄 也
理論および応用力学に関する国際連

合シンポジウム出席及び講演

（モロッコ王国）

１４．１０．１７

～１４．１０．２７

機械システム工学科 助 教 授 山 田 貴 延
ヨーロッパ熱工学会議７１出席及び研

究発表 （フランス共和国）

１４．１０．２６

～１４．１１．２

電気電子工学科 教 授 山 城 　
IEEE TENCON’０２出席及び論文発表

（中華人民共和国）

１４．１０．２８

～１４．１０．３０

機能材料工学科 教 授 高 橋 信 夫
２００２年日本留学フェア出席

（ベトナム社会主義共和国）

１４．１０．２９

～１４．１１．２

留学生教育相談室 教 授 山 岸 　 喬
２００２年日本留学フェア出席

（ベトナム社会主義共和国）

１４．１０．２９

～１４．１１．２

教 務 課 課 長 菊 地 　 壯
２００２年日本留学フェア出席

（ベトナム社会主義共和国）

１４．１０．２９

～１４．１１．２

機械システム工学科 助 教 授 森 谷 　 優
第５回国際水力学会出席及び討論

（台湾）

１４．１０．３０

～１４．１１．４

人　事

－１３－
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＝受賞＝
小川芳樹助教授　「市河賞」を受賞

（共通講座）

　共通講座の小川芳樹先生は、２００２年の第３６回

「市河賞」を受賞され、去る１０月２６日、２７日埼

玉県越谷市の文教大学で開催された語学教育研

究大会で贈賞されました。

　「市河賞」は日本の英語学の祖といわれ、ま

た英語教育研究にも情熱を注がれた故市河三喜

博士からの寄付金を基金として語学教育研究所

に設けられたものです。過去一年間において、

現代英語を中心とする語学研究に関する優れた

論文・著書を公刊した若手研究者にたいして、

市河賞選考委員会の選考を経て決定し授与され

ます。１９６７年第１回以来、わが国を代表する英

語学者に与えられる名誉ある賞です。今回の受

賞対象となったのは次の著書です。

A Unified Theory of Verbal and Nominal

 Projections, Oxford University Press,New

 York & Oxford，２００１，xi＋３２３pp.

　小川先生は１９９７年に東北大学で学位を取得さ

れましたが、その研究成果は卓越したものであ

るとして、上記の通り、昨年オックスフォード

・ユニヴァーシティ・プレスから、本書として

の出版となりました。著書の内容は、生成文法

理論の中核的研究課題のひとつである、節の構

造と名詞句の構造に見られる類似性と相違性の

問題に関するものです。本書は、従来の研究成

果を精緻に考察し、節の構造と名詞句の構造に

関するさまざまな言語事実を踏まえると共に、

通言語的・比較統語論的視点をも取り入れて問

題を追求し、抽象度の高い綿密な論証と反証性

の高い独自の分析案を提示したところが高く評

価されました。さらに、従来の研究の枠を越え

て本質に迫る本書の意欲は、「推奨すべき特徴」

と称揚されています。

　先生は国際的にもっとも権威ある英語学論文

誌 Languageにも注目される論文を発表される

など、精力的に活躍されておられます。栄えあ

る「市河賞」に本学の教官が輝いたことを、慶

びと共にここに報告申しあげますと同時に、小

川先生のますますの研究の発展をご期待いたし

ます。

＝研修＝
第１１回北見工業大学技術部技術職員研修

（総　務　課）

　第１１回技術部技術職員研修が９月２日（月）か

ら９月４日（水）までの３日間にわたりＳＣＳ教

室及びＢ１１１教室を会場に実施されました。

　この研修は、技術職員に職務に関する必要な

知識等を広く修得させ、資質の向上を図ること

を目的として実施され、技術部職員３６名が受講

しました。

　研修では、技術実習、学内外講師による講義

・講演、社団法人北見工業技術センターでの講

義、施設見学、最終日には技術職員による技術

発表会が行われました。 開　講　式

受　賞・研　修

－１４－
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　本学の外国人留学生を対象にした「外国人留

学生見学旅行」を、９月２６日（木）と２７日（金）の

２日間旭川市を中心に実施しました。

　この見学会は、昨年から他大学の留学生との

交流を主目的として行っており、今回は旭川医

科大学の協力のもとに行われました。

　第１日目は最初に旭川医科大学の遠隔医療セ

ンターを訪れ、最新の医療設備を医療と工学の

観点で見学しました。

　引き続きメインである旭川医科大学留学生と

の意見交換会を行いました。交換会では、全員

の自己紹介の後、「日本で驚いたこと」を中心

テーマに様々な意見交換が行われ、活発な意見

交換の中、時間が瞬く間に過ぎていきました。

　予定の時間となって旭川医科大学の留学生と

一緒にバスに乗り、交歓会会場へと向かいまし

た。

　交歓会では、両校の学生はすっかりリラック

スしてうち解け、早速各国の踊りと歌が披露さ

れ、盛んに喝采を受けておりました。

　今回たまたま旭川市で大きな会議があり、旭

川市内の宿泊施設が満員で当麻町に宿泊するこ

とになりましたが、その施設は新しい健康福祉

施設であり、大きなお風呂も付いていて、ゆっ

たりと休むことができました。

　その宿泊施設の大部屋で自由研修を行いまし

た。人数が多く多少窮屈ではありましたが、本

学の貸切りだったこともあり、新入留学生もす

っかりうち解け、夜遅くまで話題が尽きず充実

した研修を行うことができました。

　翌日は、午前中北海道立林産試験場を訪れ、

日本の木材加工技術について学びました。

　試験場には加工品の展示施設等様々な施設が

設置されており、留学生は時間一杯まで楽しん

で、それでも足らず見学時間の延長希望が出さ

れました。

　帰りには全員紅葉の黒岳へロープウェイで登

り、深まりゆく北海道の秋を満喫しました。

　２日間の語り合いの中、それぞれ新しい友人

を見つけ、様々な体験を通して今回の見学旅行

を有意義に無事終えることができました。

＝諸報＝
外国人留学生見学旅行

（教　務　課）

意見交換会風景

黒岳にて

諸　報
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　９月３０日（月）午後３時からＣ１２２講義室にお

いて教職員を対象とした「国立大学の法人化等

に関する全学説明会」を開催しました。

　はじめに、常本学長から、法人化の概要とス

ケジュール、教育・研究・社会貢献の検討課題、

今後の課題について説明があり、続いて、鮎田

副学長から、統合への取り組みについて説明の

後、活発な意見交換が行われました。

　説明会には１５０名を超える参加者があり、国

立大学の法人化についての関心の高さをうかが

わせました。

　父母との懇談会（秋季）を１０月１９日（土）本学

を会場として、全学生（博士後期課程及び春季

の札幌地区を除く）を対象に実施しました。

　当日は、遠く四国等からの参加者も含め１１９

組１５８人の父母が参加し、常本学長の挨拶をは

じめ高橋副学長の全体説明に続いて、各学科、

専攻に分かれて個別面談が行われました。

　個別面談では、各学科の教官が対応し修学状

況、就職問題等について質問が出され、熱心な

やりとりが交わされました。

　本年度の交通安全講習会が、学生及び教職員

を対象として１０月２３日（水）午後３時よりＣ１２２

講義室で開催されました。

　講習会では、高橋副学長から最近の本学学生

が原因となっている交通事故や交通違反の報告

があり、出席者に対して交通事故防止と交通ル

ールの遵守を改めて強く要望されました。その

後、北見警察署中榮次長から網走管内の事故発

生や冬道運転のアドバイスに関する講演、野付

牛自動車学校の合田課長によるスライド・ビデ

オによる事故の悲惨さ、エアバックの仕組みに

ついて詳細な説明があり受講者は興味深く聞い

ていました。

国立大学の法人化等に関する全学説明会
（総　務　課）

父母との懇談会（秋季）開催
（教　務　課）

交通安全講習会を開催
（学　生　課）

父母懇談会会場風景

諸　報
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　１０月２９日（火）午後１時３０分から地域共同研究

センター創立１０周年記念事業が北見芸術文化ホ

ールにおいて開催され、２６０人の参加者により

盛会に実施されました。

　また、同日午後６時からは北見東急インにお

いて、祝賀会・交流会が開催されました。

記念式典（午後１時３０分から午後２時１５分）
　本学学長からこれまでの経緯と御礼があり、

さらに今後の展望について挨拶が行われ、続い

て来賓の北見市長、北見商工会議所会頭、室蘭

工業大学地域共同研究開発センター長の３人の

方から記念の祝辞をいただきました。

記念フォーラム（午後２時３０分から午後５時１５分）
　はじめに、基調講演として 北海道科学技術

総合振興センター理事長の戸田一夫氏から「意

志と協力が地域を創る」の題目により講演が行

われ、事例を紹介した興味深い内容の講演で“地

域が協力して粘り強く努力する事で新たな道が

開かれる”との提言がありました。

　続いて３時４５分からパネルディスカッション

が行われ、本学地域共同研究センター長がコー

ディネーターとなり「産学官連携の課題と展

望」についてのテーマにより、４人のパネラー

による意見発表の後活発な意見交換が行われ、

会場からも多くの意見や質疑応答などがあり、

今後の産学官連携の課題に関し有意義なパネル

ディスカッションとなりました。

パネル展（午後１時から午後５時３０分）
　同会場エントランスにおいて、パネル展が同

時開催され、本学や地域の公設試験機関と他大

学から計６４点の研究紹介や施設紹介が行われ、

説明員への質問や内容説明に興味深く見入って

いました。

祝賀会・交流会（午後６時から午後７時３０分）
　同日、午後６時からは北見東急インにおいて、

祝賀会・交流会が開催され、１４０人の参加者に

より、懇談・交流が盛会に行われました。

地域共同研究センター創立１０周年記念事業を実施
（総　務　課）

基調講演

記念フォーラム

パネル展

祝賀会・交流会

諸　報
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消防訓練を実施
（会　計　課）

　平成１４年１０月３０日（水）午後３時３０分から消防

訓練を実施しました。

　今回は、土木開発工学科１号棟２階の河海工

学研究室からの出火という想定で、通報・初期

消火・避難救助の総合訓練を行い、初期消火で

は屋内消火栓からの放水訓練も行いました。

　当日は、本学自衛消防隊を中心に、土木開発

工学科の教職員・学生も参加し、きびきびと各

班の任務を遂行しました。

　自衛消防隊の活動修了後は、土木開発工学科

学生により、４階の救助袋からの避難及び屋上

からハシゴ車による避難の訓練を行いました。

その後、北見地区消防組合から消火器使用方法

の説明があり、学生・教職員１０人が燃え上がる

オイルパンの消火訓練を行いました。

　最後に、北見地区消防組合消防本部指令長の

講評の中で「初期消火・通報・避難、この３つ

の連携が実際の火災においては重要であり、こ

のどの一つが欠けてもいけない。日頃からこれ

らを自己点検しておくことが大切である」こと

を、本学学長の挨拶の中では「危険物に囲まれ

ているという認識が重要である」ことを訴え、

寒空の中、午後４時過ぎに全ての訓練を無事終

了することができました。

　消火器の使用方法
安全ピンを抜く（このときレバーを握
っていると抜けない）
ホースを火元へ向ける
レバーを握り放射する（力不足で握れ
ないときは手で押さえて全体重をかけ
る）

　住宅防火
　いのちを守る３つの習慣

寝たばこは絶対やめる
ストーブは燃えやすいものから離れた
位置で使用する
ガスこんろなどのそばを離れるときは
必ず火を消す

▲救助袋による訓練

（北見地区消防組合統一標語）

（全国統一標語）

▲負傷者救出

▲消火訓練

▲各班から防火管理者への報告

▲ハシゴ車による訓練

諸　報
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＝　規程　＝

北見工業大学における教員の任期に関する規程の一部を改正する規程

平成１４年９月１１日

北工大達第２１号

　北見工業大学における教員の任期に関する規程（平成１２年北工大達第３号）の一部を次のように

改正する。

　第２条別表中

「

「

改める。

　　　附　則

１　この規程は、平成１４年９月１１日から施行する。

２　この規程施行の際、現に在職する教員については、改正後の規程第２条の規定にかかわらず、

なお従前の例による。

　　　改正理由

　北見工業大学地域共同研究センター助教授の任期制の導入に伴う所要の改正

　北見工業大学地域共同研究センター教授及び助教授、機器分析センター助教授並びに留学生教育

相談室講師の選考規程（平成１０年北工大達第３５号）の一部を次のように改正する。

北見工業大学地域共同研究センター教授及び助教授、機器分析センター
助教授並びに留学生教育相談室講師の選考規程の一部を改正する規程

平成１４年９月１１日

北工大達第２２号

」

」

を

に

教 育 研 究 組 織
対象と

なる職
任期 再 任 に 関 す る 事 項 根 拠

地域共同研究センター 教　授 ５年
可とする。ただし再任の場合の任期

は３年とし、２回を限度とする。

法第４条

第１項第

１号

教 育 研 究 組 織
対象と

なる職
任期 再 任 に 関 す る 事 項 根 拠

地域共同研究センター
教 授

助教授
５年

可とする。ただし再任の場合の任期

は３年とし、２回を限度とする。

法第４条

第１項第

１号

規　程
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　第７条第１項中「第３条第１項」を「第３条第１項及び第２項」に改め、同条第２項中「第３条

第２項、第３項及び第４項」を「第３条第３項及び第４項」に改める。

　　　附　則

　この規程は、平成１４年９月１１日から施行する。

　　　改正理由

　北見工業大学地域共同研究センター助教授の任期制の導入に伴う所要の改正

　北見工業大学地域共同研究センター助教授、機器分析センター助教授及び留学生教育相談室講師

の任用期間等に関する申合せ（平成１０年６月２４日制定）の一部を次のように改正する。

　題名中「地域共同研究センター助教授、」を削る。

　第１を削り、第２を第１とし、第３を第２とし、第４を第３とする。

　　　改正理由

　北見工業大学地域共同研究センター助教授の任期制の導入に伴う所要の改正

　北見工業大学学術振興・国際交流基金規程（平成７年北工大達第２２号）の一部を次のように改正

する。

　第５条中「基金から生ずる果実をもつて」を「基金をもつて」に改める。

　　　附　則

　この要項は、平成１４年９月１１日から施行する。

　　　改正理由

　事業の経費取扱いの見直しに伴う所要の改正

北見工業大学地域共同研究センター助教授、機器分析センター助教授及び留
学生教育相談室講師の任用期間等に関する申合せの一部を改正する申合せ

平成１４年９月１１日

教 授 会 確 認

北見工業大学学術振興・国際交流基金規程の一部を改正する規程

平成１４年９月１１日

北工大達第２３号

規　程
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　北見工業大学産学連携研究員取扱要項（平成１４年北工大達第２号）の一部を次のように改正する。

　題名中「産学連携研究員」を「産学官連携研究員」に改める。

　本則中「産学連携研究員」を「産学官連携研究員」に改める。

　第１中「と企業との共同研究又は受託研究」を「が契約に基づき行う共同研究又は受託研究」に、

「（企業からの受入資金に限る。）」を「（当該共同研究等からの受入れ資金に限る。）」に改め

る。

　第７中「（国立大学等において企業との共同研究・受託研究に従事する非常勤職員の取扱いにつ

いて）」を「（国立大学等において共同研究・受託研究に従事する非常勤職員の取扱いについて）」

に改める。

　第１０中「企業との」を削る。

　　　附　則

　この要項は、平成１４年９月１１日から実施する。

　　　改正理由

　「国立大学等において共同研究・受託研究に従事する非常勤職員の取扱いについて」（平成１３年

３月２９日付け１２文科振第２７６号・１２文科人第２４３号）の一部改正に伴う所要の改正

　北見工業大学放射線障害予防規程（昭和５０年北工大達第８号）の全部を次のように改正する。

　（目的）

第１条　この規程は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和３２年法律第１６
７号）第２１条に基づき、北見工業大学（以下「本学」という。）における６３Ni を装備した表示付

ガスクロマトグラフ用エレクトロン・キャプチャ・ディテクタ（以下「表示付 ECD」という。）

の取扱管理に関する事項を定め、放射線障害の発生を防止し、あわせて公共の安全を確保するこ

とを目的とする。

　（適用範囲）

第２条　この規程は、本学の表示付 ECDの取扱及び管理に当たる者に適用する。

　（組織）

北見工業大学産学連携研究員取扱要項の一部を改正する要項

平成１４年９月１１日

北工大達第２４号

北見工業大学放射線障害予防規程

平成１４年１０月９日

北工大達第２５号

規　程
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第３条　第１条の目的を達成するため、表示付 ECDを取扱う業務については、次の組織によるも

のとする。

　学長　　　　放射線安全管理責任者　　　　表示付 ECD取扱者

　　　　　安全管理・環境対策委員会

　（審議機関）

第４条　放射線障害の発生の防止に関する重要な事項は、安全管理・環境対策委員会で審議する。
　（放射線安全管理責任者等）

第５条　放射性同位元素等による放射線障害の発生の防止について指導監督を行わせるため、本学
の職員の中から放射線安全管理責任者（以下「責任者」という。）を置く。

２　責任者は本学における表示付 ECDによる放射線障害の発生防止に関する業務を統轄する。

３　責任者が、旅行、疾病その他の理由によりその職務を行うことができない期間中、責任者の職

務を代行させるために、責任者の代理者を置く。

４　責任者及び代理者は、学長が任命する。

　（放射線安全管理責任者等の職務）

第６条　責任者は、本学における放射線障害の発生の防止に係る監督に関し、次の各号に掲げる業
務を行う。

　一　放射線障害予防規程の制定及び改廃への参画

　二　立入検査時の立会

　三　異常及び事故の原因調査への参画

　四　学長に対する意見の具申

　五　関係者への助言、勧告及び指示

　六　その他放射線障害防止に関する必要事項

２　責任者は、表示付 ECDの使用、保管、運搬、廃棄の管理を行う。

３　責任者の代理者は、責任者が旅行、疾病その他の理由により不在のときは、その職務を代行し

なければならない。

　（事務）

第７条　表示付 ECDの取扱管理に係る事務は総務課において行い、関係法令に基づく届出等、そ

の他関係省庁との連絡等事務的事項に関する業務を行う。

　（点検）

第８条　責任者は、表示付 ECDの設備、機器等について、別表１に定めるところにより点検を行

わなければならない。

２　国等の指示または地震の発生その他施設に異常が発生するおそれのある場合及び学長が必要と

認めたときは、必要な事項について臨時に点検を行うものとする。

３　責任者は、前２項の点検の結果を学長に報告するとともに、異常を認めたときは、修理等の必

要な措置を講じなければならない。

４　責任者は、設備、機器等について修理等の措置を終えたときは、その結果について学長に報告

しなければならない。

　（使用）

第９条　表示付 ECD取扱者（以下「取扱者」という。）は、責任者の監督の下で表示付 ECDを使

用しなければならない。

２　取扱者は、使用中に機器の故障その他異常が発生し、又は発生のおそれがある場合は、直ちに

規　程
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機器の使用を中止し、その旨を責任者に報告しなければならない。

　（注意事項の掲示）

第１０条　責任者は、表示付 ECDの取扱いに関する注意事項を機器設置場所近くの目に付きやすい

場所に掲示するとともに、「注意・放射性同位元素」のラベルをガスクロマトグラフ本体表面に

貼り付けなければならない。

　（保管）

第１１条　表示付 ECDの保管については、次の各号に掲げる事項を厳守しなければならない。

一　取扱者は、表示付 ECDをガスクロマトグラフから取り外してはならない。

二　責任者は、表示付 ECDの設置場所を使用していない間は、出入口扉に施錠しなければならな

い。

　（運搬）

第１２条　責任者は、表示付 ECDを修理、洗浄等のため運搬する必要が生じたときは、次の各号の

基準に従って行わなければならない。

一　表示付 ECDを容器に封入し、運搬の基準に適合した包装とすること。

二　表示付 ECDを、文部科学省から許可された本学の事業所外において運搬する場合は、前号の

ほか、関係法令で定める技術上の基準に従って必要な措置を講ずること。

　（廃棄）

第１３条　責任者は、表示付 ECDを廃棄する必要が生じた場合、学長の承認を得た上で、販売業者

に引き渡さなければならない。

　（危険時の措置）

第１４条　表示付 ECDに関し、地震、火災、運搬中の事故等の災害が起こったことにより放射線障

害のおそれがある場合又は放射線障害が発生した場合の通報は、別表２に定める通報体制により

行うものとする。

２　責任者は、前項の通報を受け、又はそれを知った場合には、必要に応じ、直ちに警察官に通報

するとともに、学長に報告し、災害の拡大の防止、通報、避難警告等応急の措置を講じなければ

ならない。

３　学長は、前項の事態が生じた場合は、遅滞なく文部科学大臣又は国土交通大臣に届け出なけれ

ばならない。

　（地震等の災害時における措置）

第１５条　責任者は、地震、火災等の災害が起こった場合には、表示付 ECDの設備、機器等につい

て点検を行い、その結果を、学長に報告しなければならない。ただし、地震時においては震度４

以上を目安に点検を行うものとする。

２　前項の点検において、実施する項目等については、第８条の規定を準用する。

　（記録）

第１６条　責任者は、表示付 ECDの保管、運搬、廃棄及び点検に関する記録を行わなければならな

い。

２　前項の記録帳簿は、各年度毎に閉鎖し、学長の監査を受けなければならない。

３　前項の規定により閉鎖した記録帳簿は、総務課において５年間保存しなければならない。

　（異常時の報告）

第１７条　学長は、表示付 ECDの盗取又は所在不明及び放射線障害が発生し又は発生するおそれが

あるときは、その旨を直ちに、さらにその状況及びそれに対する処置を１０日以内に、それぞれ文

部科学大臣に報告しなければならない。

規　程
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　（定期報告）

第１８条　学長は、第１６条に規定する記録に基づき、毎年４月１日から翌年の３月３１日までの期間に
ついて放射線管理状況報告書を作成し、当該期間経過後３月以内に文部科学大臣に提出しなけれ

ばならない。

　（放射線施設の新設等の届出）

第１９条　放射線施設の新設、拡充又は改廃しようとする者は、予め学長の承認を得なければならな
い。

　（雑則）

第２０条　この規程の実施に関し必要な事項は、安全管理・環境対策委員会の議を経て、学長が定め
る。

　　　附　則

１　この規程は、平成１４年１０月９日から施行する。

２　この規程の施行の際、改正前の北見工業大学放射線障害予防規程に規定するエックス線発生装

置の取扱いについては、改正後の北見工業大学放射線障害予防規程の規定にかかわらず、なお従

前の例による。

別表１（第８条関係）

　放射線施設の点検

　備考「年間点検回数」欄の１は１年につき１回以上、２は６月につき１回以上。

点 検 項 目 点 検 細 目 等
年間点

検回数

１）位置等

　地崩れ、浸水の

おそれ：周囲の

状況

事業所内外の地形、崖のよう壁、河川の堤防等

の状況、最近の地崩れ・浸水の発生状況

事業所の境界等の状況

１

１

２）しゃへい等 ディテクタの破損、欠落等の状況 ２

３）機器設置施設

　耐火性容器

　

　標識

容器の耐火性、設置している室の施錠等、容器

の固定の措置の状況

貯蔵容器及び機器設置施設の標識の設置、破損

褪色の状況

２

２

４）その他

　注意事項

　表示

機器設置施設の目につきやすい場所への注意

事項掲示の状況（内容、位置等）

ガスクロマトグラフの表面の見やすい場所への

注意事項の掲示状況（内容、位置等）

表示の有効期限の確認

２

２

規　程
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→ →

↓

　別表２（第１４条関係）

　　地震等の災害時における通報体制

　　　制定理由

　本学における放射性同位元素等の使用管理に関する事項をより適切なものとすべく、規程の見直

しを行うため全部を改正する。

発見者
放射線安全
管理責任者

総 務 課 長

学　長

規　程
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＝　日誌　＝

（総　務　課）

９月２日　技術部技術職員研修（～４日）

　　３日　人事委員会

　　４日　総務委員会

　　５日　教務委員会

　　６日　地域共同研究センター第３回特別講

演会

　　　　　大学院専攻主任会議

　　８日　外国人のための進学説明会

　　１０日　入学者選抜委員会

　　１１日　第６５２回教授会

　　　　　第１２６回研究科委員会

　　　　　大学院博士前期課程・後期課程合格

発表

　　１２日　附属図書館委員会

　　１８日　第３回大学改革特別委員会

　　　　　学位記授与式

　　２６日　外国人留学生見学旅行（～２７日）

　　２７日　第４回大学改革特別委員会

　　３０日　国立大学の法人化に関する全学説明

会

　　　　　第３回公開講座（～１０月２４日）

１０月１日　後期授業開始

　　３日　地域共同研究センター第４回特別講

演会

　　５日　第４回公開講座（～７日）

　　９日　総務委員会

　　　　　学術振興・国際交流基金運用委員会

　　１０日　人事委員会

　　１５日　入学者選抜委員会

　　　　　推薦入学者選抜実施委員会

　　１６日　第６５３回教授会

　　　　　第１２７回研究科委員会

　　　　　第６回独立行政法人化問題ワーキン

ググループ

　　１７日　地域共同研究センター第５回特別講

演会

　　　　　附属図書館委員会

　　１８日　第４回再編統合問題ワーキンググル

ープ

　　１９日　秋季父母との懇談会（北見）

　　２２日　教務委員会

　　　　　学生委員会

　　２３日　交通安全講習会

　　２４日　第７回独立行政法人化問題ワーキン

ググループ

　　２９日　地域共同研究センター創立１０周年記

念式典

　　　　　記念フォーラム、祝賀会

　　３０日　平成１４年度消防訓練

※この学報は再生紙を使用しています。
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